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はじめに
ギアリー・カーミス法（Geary-Khamis Method，以下，GK法）は，推移性や基準国不変性，行
列整合性など，多国間における購買力平価（Purchasing Power Parity, PPP）の計測算式として優
れた性質を有する。さらに，GK法は，各家計（または国や地域）がコブ・ダグラス型効用関数を
もつ，ワルラス的純粋交換一般均衡計算と同質であることを，プラサダ・ラオ（D. S. Prasada Rao）
は発見した２）。
我々は，上記に基づき，前稿において３），２国２財を仮定，一般均衡計算により PPPを計測した。
第一に，純粋交換モデルをエッジワースのボックス・ダイアグラムに記述，GK法で求められる世
界価格はパレート最適をもたらすこと，及びそれは第１財と第２財の交換比率に相当することを示
＊専修大学経済学部教授
＊＊専修大学経済学部教授
＊＊＊静岡産業大学経営学部教授
１）本稿は，２０１２年度専修大学研究助成・共同研究（作間・市岡）「購買力平価測定の CGEアプローチ」，２０１５年度
専修大学研究助成・個別研究（作間）「交易条件効果（交易利得・損失）の研究」および JSPS科研費２４５３０２３（作
間・牧野）の研究成果の一部である。
２）Prasada Rao［１９８５］。
３）作間・市岡・牧野［２０１５］。
Economic Bulletin of Senshu University
Vol. 50, No. 3, 1-23, 2016
PPP計測の CGE接近（２）１）
作間 逸雄＊・市岡 修＊＊・牧野 好洋＊＊＊
目次
はじめに
１．データの概要
２．地域差指数の計測方法
３．結果の考察
おわりに
1
した。第二に，価格，数量について数値例を設定するとともに，純粋交換モデルにおいて，効用関
数型をコブ・ダグラス型からストーン・ギアリー型，CES型に変更，初期保有量や最低必要量，
代替の弾力性，それぞれに関する感度分析を実施し，PPPのロバストネスを示した。第三に，同
様の数値例のもと，純粋交換モデルを，生産を含む一般均衡モデルに拡張，本源的投入だけを考慮
する場合，中間投入をも考慮する場合，それぞれについて，計測結果を示した。
本稿は，前稿のワルラス的純粋交換一般均衡モデルを，我が国における物価の地域差の計測に適
用し，その現状，及び代替の弾力性や計測算式の違いに伴う地域差指数の差異等を考察する。
第１節では，分析に用いるデータの概要を述べる。本稿は２００７（平成１９）年を対象とする。地域
ごとの各品目の価格をより多くの市町村において，より詳細な部門分類で捉えるため，「平成１９年
全国物価統計調査」（総務省）を基礎統計として用いる。各品目への消費支出を「平成１９年家計調
査」（同）により捉え，後者の値を前者の値で割ることにより，それぞれの数量を求める。本稿が
整備する価格，数量データの地域数は１０，品目数は２１である。
第２節では，上記のデータに基づき，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルを構築，それによる地
域差指数の計測を述べる。同モデルでは，効用関数にコブ・ダグラス型，または CES型を用いる。
前述の通り，前者を用いるモデルは GK法と同質である。また，「平成１９年全国物価統計調査」が
地域差指数の算出に使用するフィッシャー類似算式，参考値の算出に使用する平成９年型算式を，
上記のデータに合うよう，必要に応じて若干修正する。全国価格の算出に際して，フィッシャー類
似算式，平成９年型算式は，地域ごとの品目別消費数量を固定するのに対し，ワルラス的純粋交換
一般均衡モデルは，パレート最適をもたらすよう，それを調整する。
第３節では，第１節で作成するデータに，第２節で述べるワルラス的純粋交換一般均衡モデル，
フィッシャー類似算式，平成９年型算式をそれぞれ適用，我が国における物価の地域差を考察する。
その結果，以下の３点が明らかになる。
第一は，その現状である。地域差指数は，関東地方が最も大きく，沖縄地方が最も小さい。前者
の値は後者の１．１４倍の大きさである。全国価格に比べて価格が高い品目，低い品目は地域ごとに異
なる。関東地方では「住居」「外食」「調理食品」の価格が相対的に高く，沖縄地方では「住居」「被
服及び履物」「諸雑費」の価格が相対的に低い。また，実質消費支出の地域間格差は，名目消費支
出のそれよりも小さい。
第二は，代替の弾力性や計測算式の違いに伴う地域差指数の差異である。前稿の通り，ワルラス
的純粋交換一般均衡モデルによる地域差指数はロバストであるが，それは，代替の弾力性が上昇し
たとき，関東地方等で上昇，沖縄地方等で低下する。その結果，物価の地域差は拡大する。また，
同モデルはフィッシャー類似算式，平成９年型算式よりも，沖縄地方等の物価を低めに算出する。
第三は，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルを地域差指数の計測に用いることによる分析の拡張
である。同モデルによる地域差指数の計測は，代替の弾力性や世帯数分布，初期保有量の変化が，
物価の地域差に与える影響をシミュレート可能とするよう，GK法を発展させる。
１．データの概要
以下では，まず，基礎統計として用いた「平成１９年全国物価統計調査」「平成１９年家計調査」に
ついて述べる。次に，地域分類，品目分類を整理し，価格データ，数量データを作成する。
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１）全国物価統計調査
「全国物価統計調査」は，１９６７（昭和４２）年から概ね３年ごと，１９７７（昭和５２）年から５年ごと
に実施されてきた。「平成１９年全国物価統計調査」は，全国から選定した６７３市町村にある小売店舗
（約１３万７千店舗），飲食店及びサービス事業所（約６万５千店舗），全国から選定した広域サービ
ス企業，通信販売企業（約２，２００企業），ホテル・旅館（約４００事業所）及びゴルフ場（約４００事業所）
を調査対象とし，国民の消費生活において重要な１８０品目の財・サービスについて価格を調査する４）。
同調査は２００７（平成１９）年を最後に中止され，２０１３（平成２５）年から「小売物価統計調査（構造
編）」とされた。そのうち，地域別価格差調査は隔月に実施されるものの，調査市は「小売物価統
計調査（動向編）」が対象としない８８市，調査品目は動向編が対象とする品目のうち，地域により
価格差が見込まれ，かつ，家計消費支出のウエイトが大きい５６品目とされる。構造編の結果は動向
編と併せて集計され，年平均が年１回，構造編として公表される５）。
本稿は，地域ごとの各品目の価格をより多くの市町村において，より詳細な部門分類で捉えるた
め，前述の「平成１９年全国物価統計調査」を用いる。そのうち「第８―１表 全国物価地域差指数
算出用品目別平均価格（算術平均）」より，地域別品目別の価格データを得た６）。それは「全国物価
統計調査」に加え，「小売物価統計調査」「住宅・土地統計調査」の結果に基づき作成される。
２）家計調査
本稿は，地域ごとの各品目への消費支出を「平成１９年家計調査」により捉える。そのうち「第２
表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別 １世帯当たり１か月間の収入と支出（総世帯）」より，
地域別品目別の消費支出データを得た７）。
３）地域分類
本稿は，「平成１９年全国物価統計調査」「平成１９年家計調査」の地域分類を用いる。各地域と都道
府県の対応関係を本稿末の付表１に示す。分析に用いるデータの地域数は１０である。
４）品目分類
本稿は，「平成１９年全国物価統計調査」「平成１９年家計調査」に基づき，品目分類を定める。各品
目の対応関係を本稿末の付表２に示す。分析に用いるデータの品目数は２１である。
５）価格データ
上記より得た地域別品目別の価格データは，ほとんどの品目の価格を円単位で示す。ただし，診
察料，航空運賃，有料道路料金など２０品目については全国一律価格とみなし，各地域の価格をすべ
て１００とする。本稿はこのような価格の扱いの違いを整合させるため，各品目において全国を基準，
４）総務省統計局［２００９a］，pp．１―６。
５）総務省統計局「小売物価統計調査（構造編）について（平成２７年６月現在）」及び丸山［２０１５］。なお，上記の
変更に伴い，２０００（平成１２）年～２０１３（平成２５）年，翌年の「消費者物価指数年報」に掲載されてきた消費者物
価地域差指数は，２０１３（平成２５）年以降，「小売物価統計調査（構造編）」に掲載されることとなった。
６）総務省統計局「政府統計の総合窓口 平成１９年全国物価統計調査 全国物価地域差指数編 全国物価地域差指
数算出用品目別平均価格（算術平均）」
７）総務省統計局「政府統計の総合窓口 家計調査 家計収支編 総世帯 年報 年次 ２００７年」
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表１ 価格データ
北海道地方 東北地方 関東地方 北陸地方 東海地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
１ 穀類 １．０１９ １．０１６ １．０３９ ０．９９８ ０．９９９ １．０１０ ０．９７２ ０．９４９ ０．９６２ １．０３７
２ 魚介類 ０．９６０ ０．９８１ １．００５ ０．９７２ ０．９８７ １．０６８ ０．９９３ ０．９７８ ０．９６９ １．０８６
３ 肉類 ０．９６０ ０．９８２ １．０３２ １．００９ １．００３ １．０５１ １．０１８ １．０３８ ０．９６２ ０．９４６
４ 乳卵類 ０．９７３ １．００４ １．０２３ ０．９７５ ０．９７８ １．０２７ １．０１２ ０．９９０ １．０１５ １．００２
５ 野菜・海藻 ０．９４４ ０．９３３ １．０５１ １．０２４ １．０２８ １．１２２ ０．９７９ １．００７ ０．９４７ ０．９６７
６ 果物 １．０１７ ０．９６０ １．０１５ １．００１ ０．９６５ １．０５９ １．０００ ０．９４８ ０．９７７ １．０６０
７ 油脂・調味料 ０．９７６ １．００９ １．００１ １．０１１ ０．９８０ １．０２１ １．０１０ １．０１８ １．０４１ ０．９３３
８ 菓子類 ０．９６８ ０．９９９ １．０３９ １．００８ １．０３５ １．０４３ ０．９９０ ０．９６８ ０．９８７ ０．９６３
９ 調理食品 ０．９９３ １．０１３ １．０５２ ０．９９７ １．００４ １．０３４ １．０１０ １．００１ ０．９６２ ０．９３４
１０ 飲料 ０．９７８ １．０３２ １．０３８ １．００８ ０．９９９ １．０００ １．００８ ０．９９５ １．００７ ０．９３７
１１ 酒類 ０．９７６ ０．９９５ １．００６ １．００７ ０．９９８ １．０１７ １．０２９ １．００９ １．０２７ ０．９３５
１２ 外食 ０．９９９ １．０２６ １．０３２ １．０８２ ０．９９０ ０．９５０ １．０１３ ０．９７５ ０．９５８ ０．９７４
１３ 住居 １．０４７ １．０３１ １．２８１ １．０２３ １．０５３ １．０８７ ０．９２２ ０．８５５ ０．９３２ ０．７６８
１４ 光熱・水道 １．０７６ １．０５０ ０．９３６ ０．９９０ ０．９４４ ０．９２９ １．０３１ ０．９９８ １．０２１ １．０２５
１５ 家具・家事用品 １．０２４ １．０１０ １．０１９ １．０２９ ０．９９８ ０．９９２ ０．９９５ ０．９９６ ０．９９４ ０．９４３
１６ 被服及び履物 １．００７ ０．９５１ １．０３０ ０．９９２ ０．９９８ １．０７８ １．０８６ １．０３０ １．０４８ ０．７８０
１７ 保健医療 １．０３３ ０．９９１ １．０２３ ０．９９７ １．００４ １．００７ １．０００ ０．９９３ ０．９９１ ０．９６２
１８ 交通・通信 ０．９８２ １．００３ １．０２９ １．０２５ １．００２ １．０１４ １．００８ １．０２５ １．００２ ０．９１１
１９ 教育 ０．９７５ ０．９２８ １．０４２ ０．９８７ ０．９６２ １．０６３ ０．９５７ １．０２９ １．００８ １．０４９
２０ 教養娯楽 １．００６ ０．９８８ １．０２１ ０．９９４ １．００６ １．０１７ ０．９９８ ０．９９２ ０．９９１ ０．９８７
２１ 諸雑費 ０．９８７ ０．９７７ １．０３６ １．００８ １．０３４ １．０４４ １．０３７ ０．９７１ １．０１５ ０．８９０
（出所）「平成１９年全国物価統計調査」に基づき，筆者作成。
すなわち１とする地域別価格指数を算出した。価格を集計する際には，地域ごとにそれらの算術平
均を求めた。
このように１０地域２１品目の価格データを作成した。結果を表１に示す。
６）数量データ
上記より得た地域別品目別の消費支出データを，地域ごとに２１品目に集計８），各地域の世帯数の
違いを加味するよう，ウエイトとして世帯数分布の構成比をそれに乗じた。
このように得た消費支出データを価格データでそれぞれ割ることにより，１０地域２１品目の数量デ
ータを作成した。結果を表２に示す。
８）「平成１９年全国物価統計調査」は，「その他の諸雑費」のうち信仰・祭祀費，祭具・墓石，他の冠婚葬祭費，「交
際費」のうち贈与金，住宅関係負担費，他の負担費，さらに「仕送り金」を除き，地域差指数を算出する。一方，
本稿は，基礎資料として用いた家計調査「第２表 都市階級・地方・都道府県庁所在市別 １世帯当たり１か月
間の収入と支出（総世帯）」が「その他の諸雑費」の内訳や「交際費」における住宅関係負担費などを示さないた
め，それらを含め，地域差指数を算出する。
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２．地域差指数の計測方法
以下では，まず，GK法を地域差指数の計測に適用する。次に，ワルラス的純粋交換一般均衡モ
デル，フィッシャー類似算式，平成９年型算式という地域差指数の３つの計測方法を述べる。
１）GK法
GK法を地域差指数の計測に適用する。品目 i（i＝１，…，m）の地域 j（j＝１，…，n）にお
ける価格を pij，数量を qij，品目 i の全国価格を pi，地域 j の地域差指数を PPPjとする。k，l も同
様に，品目（k＝１，…，m），地域（l＝１，…，n）をそれぞれ示す。
GK法は，次式により，全国価格 piと地域差指数 PPPjを同時決定する。
pi＝ j（pij/PPPj）（qij/ jqij） …
PPPj＝ ipijqij/ ipiqij …
式に式を代入し，整理する。
表２ 数量データ
北海道地方 東北地方 関東地方 北陸地方 東海地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
１ 穀類 ２２４ ３３５ １，７７５ ２２４ ６４６ ９３３ ３１３ １７３ ５３０ ４５
２ 魚介類 ２５４ ４６０ ２，０６３ ２９３ ６２２ ９０９ ３５３ １８２ ５６０ ２７
３ 肉類 １７６ ３０６ １，５７５ １９７ ５２６ ９１２ ３０３ １６２ ５６５ ４１
４ 乳卵類 ９７ ２０２ ９５９ １２３ ３０１ ４４４ １６１ ８８ ２５５ ２１
５ 野菜・海藻 ２９２ ５４８ ２，４９２ ２９５ ７１３ １，０１６ ３７０ １８５ ６５８ ５２
６ 果物 １０６ １７６ ８４７ １０３ ２４６ ３６６ １３６ ７６ ２０７ １３
７ 油脂・調味料 ９９ １８４ ８８９ １０９ ２９３ ４０３ １５７ ７９ ２５１ ２２
８ 菓子類 １６７ ３０９ １，４３９ １７７ ４５２ ６３２ ２４２ １２７ ３７８ ３３
９ 調理食品 ２３６ ４８１ ２，６６３ ３１９ ８４９ １，２２０ ４４９ ２０８ ６７３ ６９
１０ 飲料 １５６ ２５８ １，３１９ １３６ ３８４ ５２２ １９７ １１１ ３１３ ３８
１１ 酒類 １４３ ２４４ １，０３５ １３８ ２７５ ４５９ １９１ ８０ ２７３ ２６
１２ 外食 ４０３ ６１５ ４，９２９ ４０８ １，４９２ １，９９２ ６７６ ３５２ １，１００ １１８
１３ 住居 ７５２ １，１３３ ６，１３７ ５７１ ２，１９６ ２，６６３ １，３６２ ５４７ １，８３９ ３１１
１４ 光熱・水道 ８８２ １，５８８ ６，８００ ９２４ ２，１９４ ３，０９２ １，０９３ ５７９ １，７７４ １６５
１５ 家具・家事用品 ３１２ ５７２ ２，９１９ ３５６ １，０５６ １，３１６ ５５２ ２８４ ８２８ ５９
１６ 被服及び履物 ４１７ ６９６ ４，３７９ ４５２ １，４０３ １，６４８ ５７７ ３７１ １，０４９ ８２
１７ 保健医療 ４１７ ７２８ ４，２６１ ４３２ １，１９０ １，６７６ ７０８ ３４７ １，０９７ ８２
１８ 交通・通信 １，３２１ ２，４１８ １１，９６１ １，４３９ ３，７６１ ５，１３０ ２，０８５ １，３３３ ３，３０５ ３１１
１９ 教育 ２２２ ５９６ ３，７１６ ３０７ １，２０２ １，５１１ ４１３ ２５６ ７３０ ５９
２０ 教養娯楽 ９９９ １，６７１ １１，３７６ １，１２１ ３，１９３ ４，５１３ １，７４４ ８３８ ２，４６２ １７３
２１ 諸雑費 ２，４７９ ４，９３５ ２０，６８０ ３，２４９ ６，９４２ ９，１８９ ３，８８９ ２，３８４ ６，３２８ ５１０
（出所）「平成１９年家計調査」に基づき，筆者作成。
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pi＝ jpij
 kpkqkj
 kpkjqkj
qij
 lqil
＝ j（ kpkqkj）
pijqij
 kpkjqkj
１
 lqil
βij＝
pijqij
 kpkjqkj
とする。
pi＝ j（ kpkqkj）βij
１
 lqil
品目 i（i＝１，…，m）について，全国価格 piは以下の通りである。
p１＝（p１q１１＋…＋pmqm１）β１１
１
q１１＋…＋q１n
＋…＋（p１q１n＋…＋pmqmn）β１n
１
q１１＋…＋q１n
…
pm＝（p１q１１＋…＋pmqm１）βm１
１
qm１＋…＋qmn
＋…＋（p１q１n＋…＋pmqmn）βmn
１
qm１＋…＋qmn
上記を行列で表し，整理する。




p１
…
pm




′
＝




（p１q１１＋…＋pmqm１）β１１＋…＋（p１q１n＋…＋pmqmn）β１n
…
（p１q１１＋…＋pmqm１）βm１＋…＋（p１q１n＋…＋pmqmn）βmn




′







１
q１１＋…＋q１n
０

０ １qm１＋…＋qmn







＝




p１q１１＋…＋pmqm１
…
p１q１n＋…＋pmqmn




′



β１１ … βm１
…

…
β１n … βmn








q１１＋…＋q１n ０

０ qm１＋…＋qmn




－１
＝




p１
…
pm




′



q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn








β１１ … β１n
…

…
βm１ … βmn




′







q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn








１
…
１









－１
p′＝




p１
…
pm




′
，Q＝




q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn




，B′＝




β１１ … β１n
…

…
βm１ … βmn




′
，i＝




１
…
１




とする。
p′＝p′QB′Qi－１ …
したがって，GK法は，品目 i の全国価格 piを上記の固有ベクトルとして求める。それを	式に
代入し，地域 j の地域差指数 PPPjを求める。
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２）ワルラス的純粋交換一般均衡モデル
初期保有量を品目 i の地域 j における当初の数量 qijとし，均衡価格を品目 i の全国価格 piとす
る。また，地域 j の効用を Uj，均衡価格下の品目 i の需要量を qdijとする。品目 i の初期保有量計
を qi，品目 i の需要量計を qdi とする。
qi＝ jqij
qid＝ jqijd
第一に，効用関数をコブ・ダグラス型とする。効用関数，予算制約式はそれぞれ以下の通りであ
る。
Uj＝ i（qijd）βij …
 ipiqij＝ ipiqijd …
周知の通り，βijはシェア・パラメターであり，GK法と同様に，βij＝
pijqij
 kpkjqkj
である。
式が示す予算制約のもと，式が示す効用を最大化するよう，需要量 qdijを求める。
qdij＝βij
１
pi
 kpkqkj …
品目 i の需要量計 qdi は，以下の通りである。
qdi＝ jβij
１
pi
 kpkqkj
したがって，以下が成り立つ。
piqdi＝ jβij kpkqkj
品目 i（i＝１，…，m）について，以下の通りである。
p１qd１＝β１１ kpkqk１＋…＋β１n kpkqkn
…
pmqdm＝βm１ kpkqk１＋…＋βmn kpkqkn
上記を行列で表し，整理する。




p１qd１
…
pmqdm

	
	


′
＝




β１１ kpkqk１＋…＋β１n kpkqkn
…
βm１ kpkqk１＋…＋βmn kpkqkn

	
	


′




p１
…
pm

	
	


′



qd１ ０

０ qdm

	
	


＝




 kpkqk１
…
 kpkqkn

	
	


′



β１１ … βm１
…

…
β１n … βmn

	
	


＝




p１
…
pm

	
	


′



q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn

	
	






β１１ … β１n
…

…
βm１ … βmn

	
	


′
PPP計測の CGE接近（２）
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GK法と同様に，p′＝




p１
…
pm




′
，Q＝




q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn




，B′＝




β１１ … β１n
…

…
βm１ … βmn




′
とする。また，
Q＾D＝




qd１ ０

０ qdm




とする。
＾p′QD＝p′QB′ …
一方，品目 i（i＝１，…，m）について，需給均衡式は以下の通りである９）。
q１＝qd１
…
qm＝qdm
上記を行列で表す。




q１１ … q１n
…

…
qm１ … qmn








１
…
１




＝




qd１ ０

０ qdm




i＝




１
…
１




とするとともに，両辺に p′を乗じる。
＾Qi＝QD
＾p′Qi＝p′QD
式を代入し，整理する。
p′Qi＝p′QB′
p′＝p′QB′Qi－１ …	
したがって，コブ・ダグラス型効用関数をもつ，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルは，品目 i
の全国価格 piを上記の固有ベクトルとして求める。それを以下の
式に代入し，地域 j の地域差指
数 PPPjを求める。
PPPj＝ ipijqij/ ipiqij …

９）なお，m 品目の需給均衡式の間には，Walras Lawが存在するため，全国価格 piの調整により，m－１品目の需
給が均衡すれば，残り１品目の需給も自動的に均衡する。したがって，当該品目の全国価格 piを求めることがで
きない。
本稿のワルラス的純粋交換一般均衡モデルによる地域差指数では，名目消費支出の地域計と実質消費支出の地
域計が一致するよう numeraireを設定し，品目 i の全国価格 pi，地域 j の地域差指数 PPPjをそれとの相対値で表
す。
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GK法とワルラス的純粋交換一般均衡モデルにおいて，全国価格 pi，地域差指数 PPPjの計測算式
はそれぞれ同質である。
第二に，効用関数を CES型とする。効用関数，予算制約式はそれぞれ以下の通りである。
Uj＝｛ iαij（qijd）ρj｝１／ρj …
 ipiqij＝ ipiqijd …
周知の通り，αijは分配パラメターであり，αij＝
pijqij
１
σj
 kpkjqkj
１
σj
である。地域 j の代替の弾力性を σjとす
る。σj＝－
１
ρj－１
である。
式が示す予算制約のもと，式が示す効用を最大化するよう，需要量 qdijを求める。
qdij＝
（αij）σj kpkqkj
（pi）σj k（αkj）σj（pk）１－σj
…
一方，品目 i（i＝１，…，m）について，需給均衡式は以下の通りである。
q１＝qd１
…
qm＝qdm
各品目について需給が均衡するよう，品目 i の全国価格 piを調整する。
それを以下の式に代入し，地域 j の地域差指数 PPPjを求める。
PPPj＝ ipijqij/ ipiqij …
３）フィッシャー類似算式
本稿は，「平成１９年全国物価統計調査」が地域差指数の算出に使用するフィッシャー類似算式を１０），
第１節のデータに合うよう，以下のように若干修正する。
第一に，ラスパイレス類似算式により，指数 I Lj を求める。まず，以下の通り，品目 i の全国価
格 pAi を求める。wij＝pijqijである１１）。pAi は品目 i の地域 j における価格 pijを，消費支出計に占める
地域 j の割合をウエイトとし，加重算術平均した値である１２）。
１０）同算式について，総務省統計局［２００９c］，pp．１２０―１２５を参照した。
１１）フィッシャー類似算式，及び後述する平成９年型算式が，地域ごとに異なる購買力を調整しないまま，各地域
の価格 pijを用いて，全国価格を算出するのに対して，GK法は，式において，式より同時決定される地域差
指数 PPPjにより各地域の価格 pijを調整，全国価格を算出する。GK法はフィッシャー類似算式，平成９年型算式
と比べて，この点に優れると言えよう。
１２）各地域のウエイトは，品目に依存せず，共通である。これは平均値不整合を回避するためであり，宇南山［２００２］
がこの方法を提示した。
PPP計測の CGE接近（２）
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pAi＝
 j（ kwkj）pij
 l kwkl
＝ j
 kwkj
 l kwkl
pij
＝ j
 kpkjqkj
 l kpklqkl
pij
次に，品目ごと，地域 j における価格 pijを全国価格 pAi でデフレートし，加重算術平均する。wi
＝ jpijqij＝pAi qAi である。
I Lj ＝
 i
pij
pAi
wi
 iwi
＝
 i
pij
pAi
pAi qAi
 ipAi qAi
＝
 ipijqAi
 ipAi qAi
第二に，パーシェ類似算式により，指数 I Pj を求める。まず，以下の通り，品目 i の全国価格 pHi
を求める。pHi は品目 i の地域 j における価格 pijを，当該の消費支出 wijをウエイトとし，加重調和
平均した値であり，品目 i の平均単価である。
pHi ＝
 jwij
 j
１
pij
wij
＝
 jpijqij
 j
１
pij
pijqij
＝
 jpijqij
 jqij
次に，品目ごと，地域 j における価格 pijを全国価格 pHi でデフレートし，加重調和平均する。
I Pj ＝
 iwij
 i
１
pij
pHi
wij
＝
 ipijqij
 i
pHi
pij
pijqij
＝
 ipijqij
 ipHi qij
第三に，フィッシャー類似算式により，指数 I Fj を求める。以下の通りである。
I Fj ＝I Lj ・I Pj
４）平成９年型算式
本稿は，「平成１９年全国物価統計調査」が参考値の算出に使用する平成９年型算式を１３），第１節
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のデータに合わせて，以下のように使用する。
第一に，品目 i の全国価格 pZi を求める。pZi は品目 i の地域 j における価格 pijを，当該の消費支
出 wijをウエイトとし，加重調和平均した値であり，品目 i の平均単価である。フィッシャー類似
算式と同様に，wij＝pijqijである。
pZi＝
 jwij
 j
１
pij
wij
＝
 jpijqij
 j
１
pij
pijqij
＝
 jpijqij
 jqij
第二に，平成９年型算式により，指数 I Zj を求める。品目ごと，地域 j における価格 pijを全国価
格 pZi でデフレートし，加重算術平均する。wi＝ jpijqij＝pZi qZi である。
I Zj ＝
 i
pij
pZi
wi
 iwi
＝
 i
pij
pZi
pZi qZi
 ipZi qZi
＝
 ipijqZi
 ipZi qZi
３．結果の考察
以下では，第１節のデータに基づき，ワルラス的純粋交換一般均衡モデル，フィッシャー類似算
式，平成９年型算式の３つの計測方法により，地域差指数をそれぞれ算出，結果を考察する。
１）我が国における物価の地域差
第一に，GK法，すなわちコブ・ダグラス型効用関数をもつ，ワルラス的純粋交換一般均衡モデ
ルにより，我が国における物価の地域差を考察する。
結果を表３に示す。地域差指数では，前述の通り，名目消費支出の地域計と実質消費支出の地域
計が一致するよう numeraireを設定する。価格は，全国価格に対する各地域の価格の比率を，品目
ごとに示す。名目消費支出は消費支出を各地域の価格で評価した値，実質消費支出はそれを全国価
格で評価した値である。前述の通り，表２の数量データでは，各地域の世帯数の違いを反映するよ
う，ウエイトとして世帯数分布の構成比を消費支出に乗じたが，表３では各消費支出をウエイトで
割り戻し，１世帯当たり１か月間で示した。式のように，実質消費支出に対する名目消費支出の
比率が，当該地域の地域差指数である。
関東地方の地域差指数が最も大きく，近畿地方，北陸地方と続く。九州地方，四国地方は小さく，
沖縄地方はさらに小さい。最大値（関東地方）１４）は，最小値（沖縄地方）の１．１４倍の大きさである。
１３）同算式について，丸山［２０１５］を参照した。
PPP計測の CGE接近（２）
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次に，品目ごと標準偏差を算出，価格のばらつきを考察する。価格のばらつきが最も大きいのは
「住居」であり，最大値（関東地方）は，最小値（沖縄地方）の１．６７倍の大きさである。次に価格
のばらつきが大きいのは「被服及び履物」であり，最大値（中国地方）は，最小値（沖縄地方）の
１．３９倍の大きさである。それ以降，価格のばらつきは「野菜・海藻」「光熱・水道」の順に大きい。
反対に「教養娯楽」「保健医療」「乳卵類」は価格のばらつきが小さく，それが最も小さい「教養娯
楽」では，最大値（関東地方）は，最小値（沖縄地方）の１．０３倍の大きさである。このように，価
格のばらつきは，品目ごとに異なる。
また，地域差指数が大きい関東地方は，前述の「住居」のほか，「外食」「調理食品」の価格が全
表３ 我が国における物価の地域差
北海道地方 東北地方 関東地方 北陸地方 東海地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
【地域差指数】
PPPj ９８．４ ９７．７ １０２．２ ９９．１ ９８．８ １００．８ ９８．８ ９６．７ ９７．７ ８９．４
【価格】
１ 穀類 １０３．０ １０２．７ １０５．０ １００．９ １００．９ １０２．０ ９８．３ ９５．９ ９７．２ １０４．８
２ 魚介類 ９７．７ ９９．８ １０２．３ ９８．９ １００．５ １０８．７ １０１．１ ９９．６ ９８．７ １１０．６
３ 肉類 ９６．４ ９８．６ １０３．６ １０１．３ １００．７ １０５．６ １０２．３ １０４．３ ９６．６ ９５．０
４ 乳卵類 ９８．３ １０１．４ １０３．４ ９８．５ ９８．８ １０３．７ １０２．２ １００．０ １０２．５ １０１．２
５ 野菜・海藻 ９３．９ ９２．７ １０４．５ １０１．８ １０２．２ １１１．５ ９７．３ １００．１ ９４．１ ９６．１
６ 果物 １０３．３ ９７．５ １０３．１ １０１．７ ９８．０ １０７．５ １０１．６ ９６．３ ９９．３ １０７．７
７ 油脂・調味料 ９９．０ １０２．３ １０１．５ １０２．５ ９９．３ １０３．５ １０２．４ １０３．２ １０５．６ ９４．６
８ 菓子類 ９６．８ ９９．９ １０３．９ １００．８ １０３．６ １０４．３ ９９．１ ９６．８ ９８．７ ９６．３
９ 調理食品 ９９．２ １０１．２ １０５．１ ９９．６ １００．３ １０３．３ １００．９ １００．０ ９６．１ ９３．３
１０ 飲料 ９８．２ １０３．６ １０４．３ １０１．３ １００．４ １００．４ １０１．２ １００．０ １０１．１ ９４．１
１１ 酒類 ９８．９ １００．７ １０１．８ １０２．０ １０１．１ １０３．０ １０４．２ １０２．２ １０４．０ ９４．７
１２ 外食 １０１．８ １０４．６ １０５．１ １１０．２ １００．９ ９６．８ １０３．３ ９９．４ ９７．７ ９９．３
１３ 住居 ９７．１ ９５．６ １１８．８ ９４．９ ９７．７ １００．８ ８５．６ ７９．３ ８６．５ ７１．３
１４ 光熱・水道 １１３．１ １１０．３ ９８．３ １０４．０ ９９．１ ９７．６ １０８．３ １０４．９ １０７．３ １０７．７
１５ 家具・家事用品 １０３．８ １０２．４ １０３．３ １０４．３ １０１．１ １００．５ １００．９ １０１．０ １００．８ ９５．６
１６ 被服及び履物 １００．１ ９４．５ １０２．３ ９８．６ ９９．２ １０７．１ １０８．０ １０２．３ １０４．１ ７７．５
１７ 保健医療 １０４．５ １００．３ １０３．５ １００．８ １０１．５ １０１．９ １０１．１ １００．５ １００．３ ９７．３
１８ 交通・通信 ９８．７ １００．９ １０３．５ １０３．１ １００．７ １０１．９ １０１．４ １０３．１ １００．７ ９１．７
１９ 教育 ９８．１ ９３．４ １０４．９ ９９．３ ９６．８ １０７．０ ９６．３ １０３．５ １０１．５ １０５．６
２０ 教養娯楽 １０１．８ １００．１ １０３．４ １００．７ １０１．９ １０２．９ １０１．１ １００．４ １００．３ ９９．９
２１ 諸雑費 ９８．４ ９７．４ １０３．３ １００．５ １０３．０ １０４．１ １０３．３ ９６．８ １０１．２ ８８．７
【消費支出】
名目 ２２３，６３１ ２５２，３５７ ２７７，６４９ ２８２，４３０ ２６９，７７３ ２５６，２８５ ２５６，６５３ ２６４，７８３ ２３２，００２ １８８，０８８
実質 ２２７，２２８ ２５８，３８６ ２７１，７５９ ２８４，８７４ ２７３，０４３ ２５４，２８９ ２５９，８１９ ２７３，７５７ ２３７，５６５ ２１０，２９５
（出所）第１節のデータに基づき，筆者作成。
１４）以下，（ ）内は最大値，または最小値をとる地域を示す。
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国価格に比べて高い。一方，近畿地方は「野菜・海藻」「魚介類」「果物」の価格が，北陸地方は「外
食」「家具・家事用品」「光熱・水道」の価格が相対的に高い。反対に地域差指数が小さい九州地方
は「住居」「野菜・海藻」「調理食品」の価格が全国平均に比べて低い。同様に，四国地方は「住居」
「穀類」「果物」の価格が，沖縄地方は，前述の「住居」のほか，「被服及び履物」「諸雑費」の価格
が相対的に低い。このように，全国価格に比べて価格が高い品目，低い品目は地域ごとに異なる。
関東地方の名目消費支出は他の地域に比べて大きいが，その要因のひとつは物価の高さにあり，
同地域の実質消費支出はそれより小さい。反対に，沖縄地方の名目消費支出は相対的に小さいが，
その要因のひとつは物価の低さにあり，同地域の実質消費支出はそれより大きい。このように，名
目消費支出の地域間格差の一因は，物価の地域差にある。名目消費支出の標準偏差は２８，６０８円，実
質消費支出の標準偏差は２３，４７５円であり，実質消費支出の地域間格差は，名目消費支出のそれより
も小さい。
２）地域差指数の差異
第二に，代替の弾力性や計測算式の違いに伴う地域差指数の差異を考察する。
結果を表４に示す１５）。ワルラス的純粋交換一般均衡モデルにおける代替の弾力性が１．０の場合は，
効用関数がコブ・ダグラス型のモデルによる結果であり，表３と同値である。本稿では，効用関数
が CES型のモデルにおいて，代替の弾力性を０．５，１．５に設定，地域差指数をそれぞれ計測した。
フィッシャー類似算式，平成９年型算式の試算値は，本稿による値である。図１，図２は，「平
成１９年全国物価統計調査」の値を公表値とし，試算値をそれと比較する。両者は計測算式が用いる
基礎項目や詳細な算出方法が異なるため，値も異なるが，東北地方から九州地方までは，ほぼ同様
である。北海道地方と沖縄地方では，試算値が公表値よりも小さい。
表４によれば，前稿と同様に，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルによる地域差指数はロバスト
であり，代替の弾力性が変化しても，比較的安定する。
ただし，それを詳細に考察すると，代替の弾力性が上昇したとき，地域差指数が大きくなる地域
表４ 代替の弾力性や計測算式の違いに伴う地域差指数の差異
北海道地方 東北地方 関東地方 北陸地方 東海地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
【地域差指数】
〔ワルラス的純粋交換一般均衡モデル〕
代替の弾力性
０．５ ９８．４２０ ９７．６６６ １０２．１６６ ９９．１３６ ９８．８０４ １００．７８４ ９８．７８６ ９６．７１８ ９７．６５９ ８９．４６１
１．０ ９８．４１７ ９７．６６６ １０２．１６７ ９９．１４２ ９８．８０３ １００．７８５ ９８．７８１ ９６．７２２ ９７．６５８ ８９．４４１
１．５ ９８．４１４ ９７．６６８ １０２．１６９ ９９．１４８ ９８．８０１ １００．７８６ ９８．７７７ ９６．７２６ ９７．６５７ ８９．４１９
〔フィッシャー類似算式〕
試算値 ９８．３３２ ９７．６１７ １０２．１１９ ９９．０９１ ９８．７７９ １００．７４３ ９８．８９０ ９６．６７６ ９７．６６６ ９０．４２３
〔平成９年型算式〕
試算値 ９８．３３２ ９７．６４９ １０２．１９３ ９９．１２１ ９８．８５８ １００．８０５ ９９．０８５ ９６．７０１ ９７．７５７ ９１．４８８
（出所）第１節のデータに基づき，筆者作成。
１５）比較のため，表４，表５は地域差指数を小数点以下第３位まで示す。
PPP計測の CGE接近（２）
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と小さくなる地域が存在することが分かる。前者は東北地方，関東地方，北陸地方，近畿地方，四
国地方であり，後者は北海道地方，東海地方，中国地方，九州地方，沖縄地方である。
代替の弾力性が上昇したとき，地域差指数が比較的大きい関東地方，近畿地方，北陸地方で値が
大きくなり，それが最も小さい沖縄地方で値が小さくなる。その結果，代替の弾力性が上昇したと
き，地域差指数の標準偏差は大きくなり，物価の地域差は拡大する。
また，ほとんどの地域において，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルによる地域差指数は，フィッ
シャー類似算式よりも大きい。一方，沖縄地方，九州地方，中国地方はその逆であり，同モデルは
両地域の物価をフィッシャー類似算式，平成９年型算式よりも低めに算出する。
図１ フィッシャー類似算式
（出所）第１節のデータ及び「平成１９年全国物価統計調査」に基づき，筆者作成。
図２ 平成９年型算式
（出所）第１節のデータ及び「平成１９年全国物価統計調査」に基づき，筆者作成。
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表５ 世帯分布や初期保有量の変化に伴う地域差指数の変化
北海道地方 東北地方 関東地方 北陸地方 東海地方 近畿地方 中国地方 四国地方 九州地方 沖縄地方
【地域差指数】
〔ワルラス的純粋交換一般均衡モデル〕
世帯数反映 ９８．４１７ ９７．６６６ １０２．１６７ ９９．１４２ ９８．８０３ １００．７８５ ９８．７８１ ９６．７２２ ９７．６５８ ８９．４４１
世帯数変更 ９８．０１７ ９７．２９８ １０１．７６１ ９８．７９３ ９８．３８８ １００．３８５ ９８．３３６ ９６．３３９ ９７．２４８ ８８．９１５
世帯数一律 １００．２４０ ９９．３８９ １０３．９９６ １００．８０９ １００．６６４ １０２．５８３ １００．７８０ ９８．５０４ ９９．５２８ ９１．７０１
初期保有量変更 ９８．３８５ ９７．６６７ １０２．１７３ ９９．１４８ ９８．８０９ １００．７９８ ９８．７９６ ９６．７８９ ９７．６５２ ８９．５９５
（出所）第１節のデータに基づき，筆者作成。
３）地域差指数の変化
第三に，世帯分布や初期保有量の変化に伴う地域差指数の変化を考察する。
結果を表５に示す。計測算式は GK法，すなわちコブ・ダグラス型効用関数をもつ，ワルラス的
純粋交換一般均衡モデルを用いた。
「世帯数反映」欄は，表２の数量データに基づく。そこでは，各地域の世帯数の違いを加味する
よう，ウエイトとして世帯数分布の構成比を消費支出に乗じる。結果は表３と同値である。
「世帯数変更」欄は，関東地方のウエイトを０．０９加算，他の９地域のウエイトを０．０１減算し算出
した数量データに基づく。そこでは，関東地方に世帯がより集中する状況を想定する。
「世帯数一律」欄は，ウエイトとして一定の値（１／１０）を乗じた数量データに基づく。そこでは，
各地域に一定数の世帯が分布する状況を想定する。
「初期保有量変更」欄は，肉類の初期保有量を各地域で１００加算したものであり，家計の消費構成
が変化した場合を想定する。
表５によれば，前述の通り，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルによる地域差指数はロバストで
あり，上記のような変化が生じても，比較的安定する。ただし，それを詳細に考察すると，以下が
分かる。
「世帯数変更」の場合，地域差指数は，世帯がより集中する関東地方でも，他の地域でも低下す
る。
「世帯数一律」の場合，逆に，地域差指数はすべての地域で上昇する。
「初期保有量変更」の場合，地域差指数は北海道地方，九州地方で低下，その他の地域で上昇す
る。
前述の通り，コブ・ダグラス型効用関数をもつ，ワルラス的純粋交換一般均衡モデルは GK法と
同質である。同モデルによる地域差指数の計測は，前述の代替の弾力性や世帯数分布，初期保有量
の変化が，物価の地域差に与える影響をシミュレート可能とするよう，GK法を発展させる。
おわりに
本稿は，前稿のワルラス的純粋交換一般均衡モデルを，我が国における物価の地域差の計測に適
用し，その現状，及び代替の弾力性や計測算式の違いに伴う地域差指数の差異等を考察した。
その結果，同モデルによる地域差指数は，関東地方が最も大きく，沖縄地方が最も小さいこと，
代替の弾力性が上昇したとき，物価の地域差は拡大すること，同モデルはフィッシャー類似算式，
PPP計測の CGE接近（２）
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平成９年型算式よりも，沖縄地方等の物価を低めに算出することなどが明らかになった。
今後の課題として，以下の３点をあげる。第一に，同モデルによる地域差指数を時系列比較する
こと，第二に，消費に加え，生産を含めた地域差モデルを構築すること，第三に，それらを通して，
物価の地域差を生じさせる要因を検討することである。
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付表１ 地域分類
地域 都道府県
１ 北海道地方 北海道
２ 東北地方 青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県
３ 関東地方 茨城県，栃木県，群馬県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，山梨県，長野県
４ 北陸地方 新潟県，富山県，石川県，福井県
５ 東海地方 岐阜県，静岡県，愛知県，三重県
６ 近畿地方 滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，和歌山県
７ 中国地方 鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県
８ 四国地方 徳島県，香川県，愛媛県，高知県
９ 九州地方 福岡県，佐賀県，長崎県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県
１０ 沖縄地方 沖縄県
（注）「地域」欄は，本稿が分析に用いる地域分類を示す。「都道府県」欄は，各地域が含む都道府県を示す。
（出所）「平成１９年全国物価統計調査」「平成１９年家計調査」に基づき筆者作成。
付表２ 品目分類
品目 平成１９年全国物価統計調査 平成１９年家計調査
１ 穀類 うるち米 米
食パン パン
あんパン
ゆでうどん めん類
即席めん
生中華めん
もち 他の穀類
２ 魚介類 まぐろ 生鮮魚介
さけ
ぶり
いか
えび
あさり
塩さけ 塩干魚介
たらこ
かまぼこ 魚肉練製品
まぐろ缶詰 他の魚介加工品
３ 肉類 牛肉 生鮮肉
豚肉
鶏肉
ハム 加工肉
PPP計測の CGE接近（２）
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ソーセージ
４ 乳卵類 牛乳（配達） 牛乳
牛乳
粉ミルク 乳製品
ヨーグルト
鶏卵 卵
５ 野菜・海藻 キャベツ 生鮮野菜
ほうれんそう
ねぎ
ばれいしょ
だいこん
にんじん
たまねぎ
きゅうり
トマト
生しいたけ
のり 乾物・海藻
豆腐 大豆加工品
納豆
こんにゃく 他の野菜・海藻加工品
６ 果物 りんご 生鮮果物
みかん
バナナ
果物缶詰 果物加工品
７ 油脂・調味料 食用油 油脂
しょう油 調味料
みそ
液体調味料
８ 菓子類 ようかん 菓子類
まんじゅう
ケーキ
せんべい
ビスケット
ポテトチップス
チョコレート
アイスクリーム
９ 調理食品 弁当 主食的調理食品
おにぎり
調理パン
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うなぎかば焼き 他の調理食品
サラダ
からあげ
冷凍調理コロッケ
煮豆
１０ 飲料 緑茶 茶類
茶飲料
インスタントコーヒー コーヒー・ココア
コーヒー飲料
果実・野菜ジュース 他の飲料
炭酸飲料
乳酸菌飲料
ミネラルウォーター
１１ 酒類 清酒 酒類
焼ちゅう
ビール
発泡酒
１２ 外食 うどん 一般外食
中華そば
すし
カレーライス
ぎょうざ
焼肉
ハンバーガー
ピザパイ
コーヒー
ビール（外食）
学校給食費 学校給食
賄い費
１３ 住居 家賃（民営借家） 家賃地代
家賃（公的住宅）
浴槽 設備材料
温水洗浄便座
給湯機
システムキッチン
水道工事費 工事その他のサービス
塀工事費
植木職手間代
大工手間代
PPP計測の CGE接近（２）
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火災保険料
１４ 光熱・水道 電気代 電気代
都市ガス代 ガス代
プロパンガス
灯油 他の光熱
水道料金 上下水道料
下水道料金
１５ 家具・家事用品 電気炊飯器 家事用耐久財
電気冷蔵庫
電気洗濯機
ルームエアコン 冷暖房用器具
食堂セット 一般家具
カーペット 室内装備・装飾品
カーテン
洋掛布団 寝具類
皿 家事雑貨
なべ
蛍光ランプ
タオル
トイレットペーパー 家事用消耗品
台所用洗剤
洗濯用洗剤
ラップ
家事代行料 家事サービス
粗大ごみ処理手数料
モップレンタル料
１６ 被服及び履物 婦人着物 和服
背広服 洋服
男子上着
男子ズボン
婦人上着
婦人スラックス
男児ズボン
スポーツシャツ シャツ・セーター類
婦人 Tシャツ
婦人セーター
子供 Tシャツ
男子シャツ 下着類
婦人ショーツ
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子供シャツ
男子靴 履物類
婦人靴
男子靴下 生地・糸類
他の被服
洗濯代 被服関連サービス
１７ 保健医療 感冒薬（総合かぜ薬） 医薬品
感冒薬（解熱鎮痛剤） 健康保持用摂取品
胃腸薬
ビタミン剤
漢方薬
サプリメント
紙おむつ 保健医療用品・器具
生理用ナプキン
眼鏡フレーム
診察料 保健医療サービス
出産入院料
マッサージ料金
１８ 交通・通信 鉄道運賃（JR） 交通
鉄道運賃（JR以外）
バス代
タクシー代
航空運賃
有料道路料金
乗用車 自動車等購入
自転車 自転車購入
自動車ガソリン 自動車等維持
自動車タイヤ
自動車整備費
車庫借料
レンタカー料金
自動車保険料（自賠責）
自動車保険料（任意）
郵便料 通信
電話通信料
運送料
１９ 教育 PTA会費（小学校） 教育
PTA会費（中学校）
私立中学校授業料
PPP計測の CGE接近（２）
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公立高校授業料
私立高校授業料
国立大学授業料
私立大学授業料
幼稚園保育料
専門学校授業料
学習参考教材
補習教育料
２０ 教養娯楽 テレビ（液晶テレビ） 教養娯楽用耐久財
テレビ（プラズマテレビ）
DVDレコーダー
パーソナルコンピュータ（デスクトップ型）
パーソナルコンピュータ（ノート型）
デジタルカメラ
ピアノ
OA用紙 教養娯楽用品
トレーニングウエア
テレビゲーム
花
コンパクトディスク
DVDソフト
ペットフード
園芸用土
新聞代 書籍・他の印刷物
週刊誌
単行本
宿泊料 宿泊料
外国パック旅行 パック旅行費
月謝（水泳教室） 月謝類
月謝（音楽教室）
月謝（書道教室）
月謝（英会話教室）
自動車教習料
放送受信料 他の教養娯楽サービス
映画観覧料
ゴルフプレー料金
フィットネスクラブ使用料
美術館入館料
テーマパーク入場料
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写真プリント代
インターネット接続料
獣医代
２１ 諸雑費 入浴料 理美容サービス
理髪料
美容料
歯ブラシ 理美容用品
シャンプー
整髪料
化粧クリーム
化粧水
ファンデーション
ハンドバッグ 身の回り用品
ビジネスバッグ
腕時計
洋傘
たばこ たばこ
傷害保険料 その他の諸雑費
保育所保育料
介護サービス料
結婚式場料
葬儀料
こづかい
交際費
仕送り金
（注）「品目」欄は，本稿が分析に用いる品目分類を示す。「平成１９年全国物価統計調査」欄は，同統計の「基本分類
合算表」における最小合算項目（品目）を，「平成１９年家計調査」欄は，同統計の「第２表 都市階級・地方・
都道府県庁所在市別 １世帯当たり１か月間の収入と支出（総世帯）」が用いる品目分類を示す。
（出所）「平成１９年全国物価統計調査」「平成１９年家計調査」に基づき筆者作成。
PPP計測の CGE接近（２）
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